
平成２８年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．１ 

議案番号 
件  名 

（  概  要  ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

議案第１号 平成２８年度神栖市一般会計補正予算（第６号） 財政課 

 

補正は歳入歳出それぞれ７億４,８７５万円を追加し，

補正後の予算規模を４２２億６７９万７千円とするも

のであります。 

補正前の額   ４１,４５８,０４７千円 

  補 正 額      ７４８,７５０千円 

    計     ４２,２０６,７９７千円 

補正の主な内容につきましては，庁舎整備事業におい

て，分庁舎整備工事を実施するため，また，東京オリ

ンピック・パラリンピック推進事業において，事前キ

ャンプ誘致活動に必要となる経費を措置するため，さ

らに，小学校教育振興事業において，新入学児童に対

する通学用ヘルメットの試験導入のための経費を措置

するため補正するものです。財源の主なものとしては，

市債及び前年度繰越金を充てるものです。 

原案可決 

（平成 28年 9月 23日） 

議案第２号 
平成２８年度神栖市介護保険特別会計（事業勘定）補

正予算（第１号） 
財政課 

 

補正は歳入歳出それぞれ１４１万９千円を追加し，補

正後の予算規模を５０億２,２６８万７千円とするも

のであります。 

補正前の額   ５,０２１,２６８千円 

  補 正 額       １,４１９千円 

    計     ５,０２２,６８７千円 

補正の内容につきましては，臨時雇賃金及び保険料払

戻金を増額するため，また，地域支援事業について新

制度への移行に伴い必要となる経費を措置するため補

正するものです。財源としては，一般会計繰入金及び

基金繰入金を充てるものです。 

原案可決 

（平成 28年 9月 23日） 

議案第３号 
平成２８年度神栖市後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号） 
財政課 

 

補正は歳入歳出それぞれ２９８万円を追加し，補正後

の予算規模を６億８万円とするものであります。 

補正前の額     ５９７,１００千円 

  補 正 額       ２,９８０千円 

    計       ６００,０８０千円 

補正の内容につきましては，人事異動に伴う人件費に

ついて増額するため補正するものです。財源としては

一般会計繰入金を充てるものです。 

原案可決 

（平成 28年 9月 23日） 



平成２８年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．２ 

議案番号 
件  名 

（  概  要  ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

議案第４号 平成２８年度神栖市水道事業会計補正予算（第１号） 水道課 

 

補正は，収益的支出の予定額を４２０万２千円追加し，

水道事業費用を２５億４,５１５万６千円とし，また,継

続費の平成２９年度年割額を４億７,４６５万２千円追

加し，９億８,８７９万２千円とし，これに伴い，継続

費の総額を３３億８,７２９万９千円とするものであ

ります。 

（収益的支出） 

  補正前の額    ２,５４０,９５４千円 

補 正 額        ４,２０２千円 

    計      ２,５４５,１５６千円 

（継続費の平成２９年度年割額） 

 補正前の額     ５１４,１４０千円 

補 正 額     ４７４,６５２千円 

計       ９８８,７９２千円 

（継続費の総額） 

  補正前の額    ２,９１２,６４７千円 

補 正 額     ４７４,６５２千円 

    計     ３,３８７,２９９千円 

補正の内容につきましては，職員の人事異動に伴う人

件費及び知手配水場更新事業に伴う電柱移設補償金の

ため，また，継続費につきましては，知手配水場更新

事業における単価見直しのため，補正するものであり

ます。 

原案可決 

（平成 28年 9月 23日） 

議案第５号 
工事請負契約の変更について 

・Ｈ２５復興液状化対策第２工区工事 
都市計画課 

 

平成２６年第１回神栖市議会定例会において議決を得

たＨ２５復興液状化対策第２工区工事の工事請負契約

の変更について，現場条件に対応した施工が必要とな

ることから設計変更による契約金額の増額変更が生じ

たため，去る８月４日に請負者と変更仮契約を締結し

たので，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例第２条の規定に基づき，議会の議

決を求めるものであります。 

原案可決 

（平成 28年 9月 23日） 



平成２８年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．３ 

議案番号 
件  名 

（  概  要  ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

議案第６号 
工事請負契約の変更について 

・Ｈ２５復興液状化対策第３工区工事 
都市計画課 

 

平成２６年第１回神栖市議会定例会において議決を得

たＨ２５復興液状化対策第３工区工事の工事請負契約

の変更について，現場条件に対応した施工が必要とな

ることから設計変更による契約金額の増額変更が生じ

たため，去る８月４日に請負者と変更仮契約を締結し

たので，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例第２条の規定に基づき，議会の議

決を求めるものであります。 

原案可決 

（平成 28年 9月 23日） 

議案第７号 神栖市道路線の認定について 道路整備課 

 

開発行為に伴う寄附によるものについて，市道として

一般の用に供するため，道路法第８条第２項の規定に

基づき，議会の議決を求めるものであります。 

原案可決 

（平成 28年 9月 23日） 

議案第８号 
専決処分の承認を求めることについて 

・平成２８年度神栖市一般会計補正予算（第５号） 
財政課 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分

をしたので，同条第３項の規定によりこれを報告し，

承認を求めるものであります。 

補正は，歳入歳出それぞれ５,９１６万４千円を追加

し，補正後の予算規模を４１４億５,８０４万７千円と

したものであります。 

補正前の額   ４１,３９８,８８３千円 

補 正 額       ５９,１６４千円 

    計     ４１,４５８,０４７千円 

補正の内容につきましては，（仮称）神栖市水素エネ

ルギー利活用戦略策定事業において,国庫支出金の内

示に伴い所要の経費を措置するため,また,庁舎整備事

業において,分庁舎建設に伴う駐車場用地の整備や建

設予定地の埋設物撤去に係る経費を措置するため，さ

らに，文化センター施設整備事業において耐震診断等

を実施するため補正予算を計上するものであり，８月

９日に専決処分したものであります。 

承 認 

（平成 28年 9月 12日） 



平成２８年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．４ 

議案番号 
件  名 

（  概  要  ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

認定第１号 平成２７年度神栖市歳入歳出決算の認定について 財政課 

 
地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき，議会の

認定に付すものであります。 

認 定 

（平成 28年 9月 23日） 

認定第２号 
平成２７年度神栖市水道事業会計剰余金の処分及び決算の

認定について 
水道課 

 

未処分利益剰余金１４億３,５００万５,８１２円のう

ち,１２億８,１９６万８,１３１円を資本金へ組み入れ，

残余を繰り越すものとするため，地方公営企業法第３２

条第２項の規定に基づき，議会の議決を求め，併せて，

同法第３０条第４項の規定に基づき，議会の認定に付す

ものであります。 

未処分利益剰余金 １４億３,５００万５,８１２円 

資本金へ組み入れ １２億８,１９６万８,１３１円 

繰越し（残余）   １億５,３０３万７,６８１円 

原案可決 

及び認定 

（平成 28年 9月 23日） 

報告第１号 

平成２７年度神栖市一般会計継続費精算報告書 

・災害避難施設整備事業（波崎地区防災拠点施設整備

事業） 

・学校給食共同調理場建設事業（第二学校給食共同調

理場建設事業） 

財政課 

 
地方自治法施行令第１４５条第２項の規定に基づき，

報告するものであります。 

報告済 

（平成 28年 9月 23日） 

報告第２号 
平成２７年度決算に基づく神栖市健全化判断比率の報

告について 
財政課 

 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１

項の規定に基づき，報告するものであります。 

報告済 

（平成 28年 9月 23日） 

報告第３号 

平成２７年度決算に基づく神栖市水道事業会計及び神栖

市公共下水道事業特別会計についての資金不足比率の報

告について 

財政課 

 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第

１項の規定に基づき，報告するものであります。 
報告済 

（平成 28年 9月 23日） 



平成２８年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．５ 

議案番号 
件  名 

（  概  要  ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

請願第 1号 教育予算の拡充を求める請願 
採 択 

（平成 28年 9月 23日） 

意見書案 

第 1号 

教育予算の拡充を求める意見書 原案可決 

（平成 28年 9月 23日） 

 


